
















吉盛 一郎　酒井 隆吏（４年）　中村 浩太郎（４年）
論稿
①雪だるま物産館（安塚区）
58
②　安塚中学校の太陽光発電システム
③安塚中学校の雪室
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　これらの新エネルギーを利用することによって、CO2削減にもなり、また、施設建設は環境ビジネスにもなって
いる。
　さらに新潟市内には、空中公園があり、ここにも環境ビジネス（造園業）がある（写真⑤～⑥参照）
⑤　新潟市民芸術文化会館の空中公園
④安塚中学校　自然エネルギー循環システム図
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２．長岡大学の環境会計報告書（暫定）
　環境会計とは、企業などの組織が環境に関する社会的責任を果たしつつ、環境保全の活動を効果的、効率的に推
進するため、環境負荷や環境保全の費用と効果を把握するための手法のことをいう。環境省は、企業等における環
境会計の導入、実践を支援するため、また環境会計を外部公表するための他社と比較できるような一定の基準が必
要なために、環境会計ガイドライン（平成17年度版）を公表している。それによると、①環境保全コスト表、②環
境保全効果表、③環境保全対策に伴う経済効果表で表示することになっている。
　長岡大学の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの暫定環境会計報告書は、下記のとおりである（図表①
～③参照）。文化系の学部のみの大学であるので、公害防止コストや、廃棄物の処分コストの計上額はほとんどない。
今後は、地球環境保全コスト（省エネ対策コスト）の計上が多く望まれる。たとえば、省エネタイプの電球や、トイレ、
教室にセンサー (自動消灯設備)をつけて、電力消費量を減らす。年間の電気使用量とCO２を減少させるためには、さ
らに省エネタイプの空調設備、太陽光パネルや校舎のグリーンカーテン、屋上の空中公園化することも考えてみて
もよい。ここにも環境ビジネスのシーズ（種）がある。
⑥　新潟市民芸術文化会館の空中公園
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３．まとめ
　自治体は、公立学校等（学校施設、国の施設、地方公共団体の施設）や私立学校への太陽光発電などの機器の購入・
設置、住宅の省エネ改修などの対策を講じると、地域に経済的効果が見込めるので、長期的な施策を打ち出すべき
である。
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